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1.はじめに：AI テクノロジの更なる進化と戦略本部報告（2017）（1）

　2023 年現在までの数年間にて AI（人工知能）テクノロジは、その新たな深層学習（deep learning）技法による

要　約
　2023年現在までの数年間にてAI テクノロジは、その新たな深層学習技法による機械学習を通じて非常な
進化を遂げつつあり、かかるAI モデルによる自律的に作成された創作物（「AI 創作物」）は、全く新規の画像
を自律的に作成する「テキスト・トゥ・イメージ」ファンクションを完全に実現するものにまで、更なる進歩
を遂げている状況がある。
　以上に鑑み本稿では、我が国戦略本部報告（2017）以降の近時数年間のAI テクノロジの進歩を前提に、
イ）従来からAI 創作物保護が先行する英米法圏法制各国の法政策動向を検証し、さらにロ）近時にAI 創作
物保護に係る積極動向が確認される大陸法圏法制各国の法政策動向を確認のうえ、最後にハ）AI 創作物保護
に係る懸案となる自然権保護論と創作性概念理解につき、各国比較法検討及び我が国国内法解釈の観点から検
討を行う。またその結論として、我が国法制下でのAI 創作物保護施策の実施にあたっては、各立法オプショ
ンにつき法政策上の法的整合性観点からの重大懸案は解消可能な状況にあることを明らかとする。
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機械学習を通じて非常な進化を遂げつつあり、かかる AI モデルにより人間の創作的寄与なしに自律的に作成され
た創作物（以下「AI 創作物」（2））は、イ）予め人間が作成した既存の特定画像とパラメータ設定に基づき AI モデ
ルが新たな画像を作成する「イメージ・トゥ・イメージ（image-to-image）」ファンクションによるものから、さ
らにロ）人間による任意のテキスト文言の入力のみに基づき AI モデルが全く新規の画像を自律的に作成する「テ
キスト・トゥ・イメージ（text-to-image）」ファンクション（3）を完全に実現する段階にまで、更なる進歩を遂げて
いる状況がある（4）。
　しかしながら我が国政府における AI 創作物保護に係る法政策判断においては、現下の機械学習手法の更なる進
化とこれを反映した新たな AI モデル群の実用化にも拘わらず、2016 年度（平成 28 年度）当時の状況を背景に作
成された知的財産戦略本部報告「新たな情報財検討委員会報告書―データ・人工知能（AI）の利活用促進による
産業競争力強化の基盤となる知財システムの構築に向けて―」（知的財産戦略本部、2017 年 3 月）（5）（以下「戦略本
部報告」）での検討結果が、AI 創作物保護に係る基本的な指針として認識されたまま今日に至っている状況がある
とされる（6）。
　上記の我が国での戦略本部報告は、2017 年初頭の AI テクノロジ進歩を前提とした AI 創作物の作成過程を前提
とする場合には、必ずしも不十分な検証内容ではないものであったが、直近 2022 年前後に活発に実用化されるに
至った新たな深層学習技法による複数 AI モデルの出現と、その非常に自律的な創作プロセスを前提とするときに
は（7）、2017 年以降の諸外国法制における直近法政策動向を慎重に確認したうえ、我が国における新たな AI 創作物
保護に係る法政策ポリシーのあり方を再検証する必要があるものと考える（8）。
　特に諸外国法制との関連では、イ）従来より英国と英連邦関係国の一部では著作権法上の AI 創作物保護を肯定
しており、またロ）中国では 2019 年 12 月の深圳市南山区人民法院判決にて、現行著作権法の法解釈のみにより
AI 創作物に対する積極的な権利保護を肯定する司法判断が示されつつあることから（9）、AI 創作物保護に係る法政
策ポリシーの再検証は、我が国の国際産業競争力堅持の観点からも喫緊の課題となっている。
　以上に鑑み本稿では、我が国戦略本部報告（2017）以降の AI テクノロジの進歩を前提に、イ）従来から AI 創
作物保護が先行する英米法圏法制各国の法政策動向を検証し、さらにロ）近時に AI 創作物保護に係る積極動向が
確認される大陸法圏法制各国の法政策動向を確認のうえ、最後にハ）AI 創作物保護に係る懸案となる自然権保護
論と創作性概念理解につき、各国比較法検討及び我が国国内法解釈の観点から検討のうえ、その結論として、我が
国法制下での AI 創作物保護施策の実施にあたっては、いわゆる法政策上の法的整合性観点からの懸案は解消可能
なものであり、その法的適格性検証に議論の焦点を移していくべきことを明らかとしたい。なお本稿では、比較産
業政策の観点を重視した法政策論に係る検討を行うことから、主として著作財産権としての権利保護に焦点をあて
た検証を行う。
　また本稿では各国法制下での立法施策への法政策評価の指標として、川崎教授などにより一般に知られる法政策
上の法的整合性と法的適格性の両概念を用いて、我が国と諸外国法制下での AI 創作物保護施策を検証する（10）。
　かかる指標は従来から提唱される立法施策評価の法的適格性、法的正当性、及び法的協調性などの概念が再構成
されたものであり、第一に法的整合性とは、法制の「体系性・統一性・調和性」を担保し「法体系の複雑化」を回
避するための指標とされ、立法施策の実施にあたっては既存の法体系との矛盾や乖離を可能な限り生じさせないよ
うにすることが必要であり、このためにも「論理的に一貫せず矛盾の多い法制度」となることを回避し、「統一的
な制度・体系をみだすことなく、全体として調和と均衡の関係が保たれる」よう適切な調整が行われた施策である
か否かを判断する評価指標とされる（11）。
　また第二に法的適格性とは、法的な正当性をその前提条件として担保するための指標とされ、立法施策の内容が
対象とされる社会環境や問題事象の事実状況に照らして「事柄や形式の面で、法律で定めるのにふさわしく」、当
該施策が「期待される機能を果たしていく上で適切なものとなっているかどうか」を判断する評価指標と解されて
いる（12）。
　よって次節以下ではこれら観点から各国立法施策を検証のうえ、今後の我が国法政策のあり方に対する示唆を得
ることとする。
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2.英米法圏法制におけるAI 創作物保護の推移
　2.1　概要
　英米法圏に属する英国法制においては、非自然人たる AI モデル等のコンピュータにより作成された創作物（「コ
ンピュータ創作物」）への著作権保護を、その 1988 年法制に新たな条文規定を設ける施策により実現のうえ、今日
まで同保護制度を堅持している状況（「英国法制アプローチ」）がある。
　かかる英国法制アプローチによるコンピュータ創作物保護施策は、イ）英連邦（British Commonwealth）関係
国（構成国又は元構成国）たる南アフリカ及びインドの法制下でも採用されており、またロ）AI 創作物保護に消
極的な米国法制下でも同国アカデミアにおいて、職務著作権制度活用を通じて積極的な AI 創作物保護を図るべき
との学識意見にその間接的な影響を及ぼしている（13）。
　本節ではこれら英米法圏各国法制における AI 創作物保護に係る法政策ポリシーの推移を確認する。　　　

　2.2　英国法制におけるAI 創作物保護
　前記のとおり英国では 1988 年著作権・意匠・特許法（14）（以下「英国 1988 年法」）の成立により、コンピュータ
創作物の著作者につき同法第 9 条第 3 項にて「第 9 条（3）コンピュータにより生成される文芸、演劇、音楽又は
美術の著作物の場合には、著作者は、著作物の創作に必要な手配を引き受ける者であるとみなされる」（15）と規定し、
AI モデル等によるコンピュータ創作物への著作権保護を確認のうえ今日に至る状況がある（16）。
　英国の同 1988 年法は、「人工知能の出現に特に対処しようとする世界で最初の著作権法」となるべくして法案が
準備され、独自の創作を行い得るコンピュータを単なる「賢い鉛筆」として扱うのみならず、コンピュータ・シス
テムにより作成された天気図などの独自の創作物に著作権保護を与えるべく、同法第 9 条第 3 項を規定したものと
される（17）。
　またかかるコンピュータ創作物保護を明定する同法第 9 条第 3 項は、前述のとおり英米法圏法制における著作権
制度趣旨上のいわゆるインセンティブ保護論（18）を重視して規定されたものであり、同項規定の創設にて「これに
より AI への将来の投資が「自信を持って」行われるようになることを望んでいる」旨の立法趣旨がその成立過程
にて強調されている（19）。
　しかしながら同法第 9 条第 3 項を通じたコンピュータ創作物保護により、AI テクノロジへの研究開発投資又は
商業投資が、英国産業界にて推進された社会的事実があるか否かは必ずしも明かではないことに留意すべきと考
える。
　すなわち同項規定による AI 創作物保護施策の今日の英国社会活動環境下での必要性とその法的適格性は、むし
ろイ）「（コンピュータ創作物などの）これら類型の創作物が著作権で保護されるか否かに関係なく、創作物が人
間、機械又はその双方により作成されたか否かを識別することは、将来的に困難になる可能性がある」ことを重要
視すべきと指摘され（20）、ロ）著作権保護が与えられない AI 創作物が低コストかつゼロ・リスク条件下での大量に
複製・頒布され、その社会環境への供給過多が生じることにより、自然人アーティスト等による創作活動とその自
然人創作物への社会的需要が減退する危険があり、かかる社会的リスクを回避しようとする社会防衛機能（「自然
人創作保護に係る社会防衛機能」（21））こそが、AI 創作物保護施策の社会的必要性と法的適格性の本質であり得る
ことに注意を要する。
　上記のとおり仮にその社会防衛機能を重視する理解を前提とするときには、英国法制下でのインセンティブ保護
論による AI 創作物保護法制の実施は、イ）AI モデル等によるコンピュータ創作物に係る社会的投資の推進のみ
がその目的ではなく、ロ）自然人創作物の作成に文筆家、アーティスト又は作曲家などの自然人がその創作労力を
惜しみなく投入可能とするための英国社会活動環境の維持防衛を目的とする立法施策、すなわち自然人創作保護に
係る社会防衛機能を重視した施策としても、その法政策上の法的適格性に係る今日的意義を理解すべきであろうと
筆者は考える。
　なお更に直近においても英国では、2022 年 6 月に英国知的財産庁のコンサルテーション報告「AI と知的財産：
著作権及び特許：コンサルテーションに対する政府の対応」が公表されている（22）。同報告では現状の英国での AI
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創作物保護のあり方につき、今日の社会活動環境下での AI テクノロジの更なる進化を踏まえた法政策ポリシーの
再評価プロセスが実施され、その結論として、現下の AI モデル等によるコンピュータ創作物保護制度を今後も維
持すべきことが確認されている。

　2.3　南アフリカ法制・インド法制等における英国法制アプローチの採用
　前記英国法制アプローチ下での AI モデル等によるコンピュータ創作物への権利保護は、英国に留まらず英連邦
の主要な関係国たる南アフリカ共和国（23）及びインド（24）などの著作権法制（25）でも採用されていることが注目される。
　まず南アフリカ共和国ではその 1992 年法改正により、同国著作権法第 1 条第 1 項（著作者）第 h 号にて、同法
上の著作者とは「（h）コンピュータにより生成された言語、演劇、音楽または美術著作物もしくはコンピュータ
プログラムに関しては、当該著作物の生成に必要な手配を引き受ける者」であるとして、コンピュータ創作物が著
作権保護の対象となることを明らかにしている（26）。これにより同国法制では、英国法制アプローチと同様の法改
正施策の実施を通じて、コンピュータ創作物への著作権保護を既に 90 年代初頭に実現している状況にあるといえ
る。
　また同じくインドにおいても、同国著作権法第 2 条第 d 項（著作者）第 vi 号により、同法上の著作者とは「（vi）
コンピュータにより生成された言語、演劇、音楽または美術著作物に関しては、当該著作物を生成させた者」であ
ることを 1994 年の法改正にて明記し（27）、英国法制アプローチとほぼ同様の法改正施策にてコンピュータ創作物へ
の権利保護付与を早期に実現している状況が存する。但し同国法においては、コンピュータ創作物の著作者は「当
該著作物を生成させた者（the person who causes the work to be created）」と規定され、英国法制アプローチに
おける「当該著作物の生成に必要な手配を引き受ける者（by whom the arrangements necessary for the creation 
of the work are undertaken）」との文言に比してより包括的な定義が設けられていることに注意を要する。
　以上のとおり南アフリカ共和国法制及びインド法制では、英国法制アプローチを 90 年代前半にほぼそのままの
形で受容している状況にあることが観察される。
　またあわせてこれら両国は、イ）英国が主導する国際連携枠組みたる英連邦システムの関係国であるのみなら
ず、加えてロ）2009 年より継続開催される BRICS 首脳会議（BRICS Summits）（28）の主要な構成国として、同じく
その構成国たる中国政府とも一定の政策情報交換をなし得る関係にあることに留意すべきである。特に後述のとお
り、中国では深圳市南山区人民法院が AI 創作物への著作権保護をその現行法解釈判決により既に肯定しているこ
とからも、BRICS 構成国各国での AI 創作物保護に係る法政策判断に相互作用が働き、いわゆる政策競争

（regulatory competition）効果が各国に生じる可能性に注意を払うべきと考える。

　2.4　米国法制におけるAI 創作物保護に係る学識意見
　他方で、その裁判例にて人間による「精神の想像力」に基礎づけられた創作性概念を維持する米国法制（29）にお
いては、英国 1988 年法第 9 条第 3 項に相当する条項が存せず、また法政策上も AI 創作物への著作権保護には消
極的である。直近の米国著作権局による行政判断でも、従来から裁判例判断を踏まえてこれを否認すべきことが確
認されている。
　直近 2022 年の米国著作権局事案においては、コンピュータ・アルゴリズムである「クリエイティビティ・マ
シーン（Creativity Machine）」により描画された創作物に対して米国著作権局は、AI 創作には人間による創作要
素が存しないことを理由として、その権利保護と著作権登録を否認している。同事案にて著作権局は、従来の米国
裁判所による司法判断を踏まえ、米国著作権法では自然人による創作要素の存在無しには、非自然人たる機械によ
る創作物は著作権保護を受けることができない旨を確認しており、米国裁判所と著作権局における AI 創作物に係
る現行法解釈はその消極論において一致していると考えられる（30）。
　他方で近時の米国アカデミアにおける学識意見では、今後の法政策論の観点から、現行法の職務著作権条項規定

（米国著作権法第 101 条「職務著作物」規定（31））への新たな第 3 節文言追記の法改正により、著作権法上の AI 創
作物保護を積極的に検討すべきと提案されていることが注目される（32）。
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　すなわち 2016 年秋のブライディ博士（2016）の発表論稿によれば、現下の米国著作権法では、イ）法人による
商業活動の活発化という社会環境変容に応じ、現代の著作権保護のあり方は職務著作権制度の導入という「法的
フィクション」を採用するアプローチによって、既に人為的な制度に変容を遂げていることが指摘されている。こ
れを踏まえ同博士は、ロ）AI モデル等によるコンピュータ創作物については、上記に類似する AI テクノロジに
よる商業活動の活発化という社会環境変容があるにも拘わらず、同様の「法的フィクション」アプローチを用いた
AI 創作物への保護施策余地が十分に検討されていないことは、非常に不自然な状況であると指摘する（33）。
　より具体的に同博士は、法政策検討における立法措置の法的適格性の観点から、近時の技術開発環境における
AI モデルに用いられるプログラム改良の結果、AI 創作物に具備される創造性は「アルゴリズム機能認識を通じて
より精緻に具現化されている」状況にあることを指摘し、「AI 創作物に存する自然人創作物との相異、及び現行の
著作物保護ドクトリンとの相異が、初期に認識されたものに比較してより小さなものとなっている」状況にあると
の見解を示す（34）。
　また法政策検討における法的整合性の観点からも、イ）著作物を現実に創作したものとはなり得ない法的擬制人
格たる法人に対して直接に著作権を発生させる「法的フィクション」アプローチが、「既に職務著作権制度におけ
る使用者たる法人への権利発生の理論構成において採用されている」ことに着目すべきであり、これによりロ）米
国著作権法下での職務著作権制度における追加的なバリエーションとして、AI 創作物への著作権保護を位置づけ
る法改正を実施（「職務著作権派生アプローチ」）することにより、AI 創作物保護の立法施策は、法的整合性確保
の観点からも米国著作権法において受容可能な状態にあると結論する。
　なお同博士によるかかる職務著作権派生アプローチ肯定論の前提には、自然人たる従業者により創造された著作
物に存する創作性と同等の著作権法上の創作性が、AI モデルにより自律的に作成された創作物に備わっており、

（後述のいわゆる自然権保護論の制約に拘わらず）同法上の創作性要件を具備するに至っていると判断可能である
ことが、同アプローチを正当化する前提となっていることに注意が必用と考える。すなわち「（自然人の準備に依
拠するものではあるが）自然人による創作性とは異なる当該プログラム・コードによる何らかの創作性」が独自の
基準により肯定されることが必用であり、立法施策実施時の課題となり得るものと考えられる（35）。
　しかしながら、かかる職務著作権派生アプローチにおける創作性概念理解の独自性への懸案につきブライディ博
士は、同じく英米法系に属する英国及び英連邦関係国（ニュージーランドなど（36））の著作権法制における創作性
概念の現状を検討のうえ、コンピュータ創作物保護における創作性概念の独自性のあり様を提案し、これら英連邦
各国法制下での緩やかな創作性概念理解を米国著作権法においても受容可能であろうと主張する。
　より具体的には、イ）英国著作権法制では独自の創作性概念に依拠したうえコンピュータ創作物の権利保護を肯
定する立法施策が、既に 1980 年代後半に幾多の法政策検証を経て実現されていることに着目のうえ、ロ）米国で
の職務著作権派生アプローチの採用が直面し得るコンピュータ創作物保護に係る創作性概念の独自性とその法政策
上の法的整合性懸案についても、（英国等での検証状況を踏まえれば）十分に受容可能な程度の乖離に過ぎないで
あろうと主張される。
　すなわち、当該英国・英連邦関係国の法制規定は、「（創作過程に）自然人が存しないときに自然人著作者を示唆
または推認するものではなく」、むしろこれら規定は「現実には著作者足り得ないものに、法の作用として、著作
権を発生させるという法的なフィクションを明示的に創作している」ことを許容している事実を指摘する。具体的
には、これら各国法制はその「法的フィクション」として、コンピュータ創作物保護のための全く新たな創作性概
念を新規に創設する形にて、コンピュータ創作物への権利保護付与の前提となる創作性概念理解の独自性を（従来
概念との乖離に起因する法的整合性懸案にも拘わらず）積極的に受容している状況にあるものとされ、同様の理解
にて米国法上も独自の創作性概念（「米国版相対的創作性概念」テスト）を受容可能であるとする。
　以上の総括として米国の上記学識意見によれば、同国法制における法政策上の法的整合性を考慮したときにも、
職務著作権派生アプローチ及び独自の創作性概念の採用により、その法改正を通じた AI 創作物保護施策を実施す
ることは可能であるとの結論が示されており、我が国法制下での法政策検討に示唆を与えるものと考えられる。
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　2.5　小括
　上記検証のとおり既に英米法圏各国法制においては、各国社会環境下での明確な社会的必用性が法的適格性の観
点から確認されるときには、コンピュータ創作物保護に伴う従来の創作性概念からの乖離に関する法的整合性懸案
は、英米法圏各国では受容可能なものと評価されつつあると考えられる。すなわち、AI 創作物保護に係る法政策
検討上の焦点は、同権利保護に係る各国社会環境下での法政策上の法的適格性評価とその立法事実の実証検討に移
りつつある段階にあるものと筆者は考える。
　したがって英米法圏法制下での AI 創作物保護施策へ法的整合性判断は既にある程度明らかといえるが、他方で
我が国の法政策ポリシーを検証する際には、大陸法圏法制と密接な結びつきを有する我が国法制下において、英米
法圏法制にて受容可能と判断されつつある従来の創作性概念からの乖離が、同様に受容し得るか否かにつき追加検
証を行う必要があるものと考える。
　よって次節以下では、同事項につき大陸法圏各国法制の法政策動向を確認のうえ、我が国法制上の検討を行うこ
ととする。

3.欧州連合・大陸法圏法制におけるAI 創作物保護の推移
　3.1　概要
　英米法圏外における AI 創作物保護の動向については、主に大陸法圏各国にて構成（但しアイルランド及びマル
タ共和国を除く、なお 2020 年 1 月に英国は離脱完了）される欧州連合（EU）の欧州議会法務委員会「人工知能技
術の開発のための知的財産権に関するドラフト・レポート」（2020 年 4 月）での、AI 創作物保護施策の実施に係
る積極提案が注目される（37）。
　欧州議会法務委員会にて作成された同ドラフト・レポート（以下「法務委員会レポート」）では、AI 創作物に係
る創作性概念の理解については、イ）従来の自然人創作物による作成過程自体及びその結果物たる創作物表現の双
方を基準とした創作性存否の判断手法を用いることなく、新たにロ）創作物の作成過程の如何に拘わらず、その結
果物たる創作物表現のみを基準とする創作性存否の判断手法（「欧州版相対的創作性概念」テスト（38））を別途採用
することにより、著作権法上の AI 創作物保護を積極的に肯定すべきと提案する（39）。
　また大陸法圏法制との強い結びつきを有する中国法制においても、既に 2019 年 12 月の深圳市南山区人民法院判
決にて、同国の現行著作権法下での紛争事案につき、独自開発されたプログラムによる深層学習を通じて自律的に
文言を構築可能な AI モデルの創作した文章につき、現行法解釈を通じて著作権法下での AI モデル創作物保護を
肯定したことが注目される（40）。
　かかる欧州議会による法政策提案及び中国裁判所による現行法解釈は、現下の AI テクノロジ保護に係る社会的
要請に応じて、大陸法圏法制下における伝統的な自然権保護論（41）と創作性概念理解に起因する制約を、より柔軟
に見直した結果であると考えられる。以下にて、これらの経緯とその詳細を検証する。

　3.2　欧州連合における欧州議会法務委員会レポート
　前記のとおり AI 創作物保護につき欧州議会法務委員会レポートは、まずイ）AI 創作物保護と自然人創作物保
護の間には、精神的作業プロセスが存するか否かという作成過程の相異があるとしても、ロ）その結果物たる創作
物表現に一定の創作性が確認されるときには、ベルヌ条約に規定の著作権制度の最終的な制度趣旨たる「文化遺産
の保護推進」に両創作物とも等しく貢献するものであることから、今日の社会活動環境下では AI 創作物保護施策
の実施は強く求められ得るものと適示する（42）。
　より具体的に法務委員会レポートでは第一に、上記のとおり「AI による創造と「伝統的な」創造は、その作成
過程が別の形式によって行われる」としても、「文化遺産を拡大するという共通の目的を持っている」ことを確認
する。さらに AI モデルに実装されたアルゴリズムによる「入力データの選択及び得られる結果の適用に係るスタ
ンド・アローン判断による完全な自立運用が可能な AI モデル」による AI 創作物の創出可能性は、もはや「非常
に未来的なもの」ではなく、近く実現されるこの種の AI 創作物には、少なくともその結果物たる創作物表現のみ
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を基準とした「新しい意味での創作性」理解を肯定すべきと提案する（43）。
　換言すれば同レポートによるかかる提案は、その「新しい意味での創作性」理解の採用により、欧州連合各国法
制における伝統的な自然権保護論と創作性概念理解に係る法政策上の法的整合性懸案を解消しようとするものと考
えられる。
　また法務委員会レポートはこれに続き第二に、法政策上の法的適合性観点からのより実際的な AI 創作物保護の
必要性として、仮に伝統的な自然権保護論と創作性概念理解に偏重のうえ、AI 創作物保護を否認する状態が継続
する場合には、「AI 創作物に依拠して自然人により更なる翻案・改変がなされた派生的な創作物が作成されると
き」に、当該派生的な創作物には権利保護が与えられない結果となり、かかる無保護状態の派生創作物が「社会環
境に氾濫する恐れ」があるリスクを指摘していることが注目される（44）。
　以上の総括として欧州議会の同レポート提案は、まずイ）大陸法圏法制下での伝統的な自然権保護論と創作性概
念理解につき、著作権制度の最終的な制度趣旨たる「文化遺産の保護推進」に上位概念的に立ち返る法解釈（「上
位概念化ロジック」）を用いることにより、これら理解に起因する法政策上の制約を回避しようとする試みであり、
さらにロ）かかる上位概念化ロジックを通じた法解釈による AI 創作物保護施策に係る法政策上の法的整合性懸案
の解消を踏まえ、当該法政策議論の焦点を、欧州社会活動環境下での法的適合性評価とその立法事実の検証に移そ
うとするものであると考える（45）。
　なお更に直近において欧州議会では、2022 年 4 月に欧州議会はそのデジタル時代 AI に関する特別委員会によ
り、今日の AI 創作物保護のあり方に関する報告たる「デジタル時代の AI に関するレポート」（以下「特別委員会
レポート」）を新たに公表している（46）。当該レポートにて同委員会は、主として法的適合性観点から人間中心主義

（human-centric approach）に基づく人間による積極関与を前提とした AI の活用に焦点をあてており（47）、AI 創作
物保護に係る法的整合性議論については明示的な追加検討を行ってはいない。よって AI 創作物保護施策に関する
自然権保護論の解釈と創作性概念の独自性に係る検討、及びこれらに関する上位概念化ロジックについては基本的
な変更なく、前記 2020 年の法務委員会レポートによる理解が今日も維持されているものと考えられる。

　3.3　中国法制における深圳市南山区人民法院判決による権利保護判断
　大陸法圏法制との強い結びつきを有し、その著作権法にて我が国著作権法第 2 条第 1 項第 1 号と類似する創作性
規定を有する中国法制下（48）においては、関連する解釈判断として深圳市南山区人民法院が 2019 年 12 月の紛争事
案判決が存する。既に同事件では、独自開発されたプログラムによる深層学習技法により自律的に文面を作成可能
となった AI モデル「ドリームライター」の創作した文章につき、同国の現行著作権法下にてその権利保護を肯定
する法解釈を判示したことが注目される（49）。
　より具体的に本事案で問題とされた AI モデル「ドリームライター」は、本事案の数年前から原告たるテンセン
ト社により独自開発されていたものであり、金融市場の経済動向に関する報告文章を作成するなどして、商用実務
における利用実績が積み重ねられたものであった（50）。かかる状況下にて、原告がそのウェッブサイト上で公開の
当該 AI モデルにより自律的に作成された文章を、被告企業が無断複製のうえ自社ウェッブサイト上で掲載してい
る事実が探知されたことから、原告テンセント社がその権利侵害を主張して訴訟手続きに入ったものである。
　これに対して同裁判所はその判決において、当該 AI モデルが作成した文章における表現は「文章表現としての
形式的な要請を満たしており、またその内容は当該日程における株式情報に関する選択、分析及び決定からなる」
ことから、現行著作権法上の創作性を有する（「中国版相対的創作性概念」テスト）ものとして、自然人による作
成過程を伴わないものであるにも拘わらず、その AI 創作物としての著作権保護を現行法解釈により肯定している（51）。
　上記のとおり本事案にて中国裁判所は、イ）現行法解釈において AI 創作物に対する創作性概念に関する独自の
新たな判断を行い、かつ非自然人たる AI モデルによる自律的な選択分析などの作成過程が存することを根拠とし
て、ロ）法文上の著作物定義に係る何らの法改正と新規条項の規定を要せずして、同国著作権法上の権利保護を肯
定したものと解される。
　換言すれば本司法判断においては、イ）大陸法圏法制にて伝統的に重視される自然権保護論と創作性概念理解に
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よる制約、及びこれらに起因する法政策上の法的整合性懸案を顧みることなく、ロ）同国の社会活動環境下におけ
る AI 創作物保護の社会的要請とこれに基づく法的適格性判断を優先させ、追加的な立法施策を講ずるまでもなく、
現行法解釈を通じてその権利保護を是認しており、その際立った積極保護と法的適格性重視の姿勢が特に注目さ
れる。
　この点、前述の欧州議会レポートによる上位概念化ロジックによる提案とは異なり、伝統的な自然権保護論と創
作性概念理解に係る法的整合性懸案が、如何なる法解釈手法により回避可能とされ得るのかについて、そのロジッ
クが必ずしも明らかにされていないことに、実質的な懸念が残るものと考える。
　なお更に直近の中国での同判決への再評価の動きとして、南京江寧区人民法院民事第二部判事であるルオ・ジン

（Luo Jing）判事による、2023 年 2 月の中国報道機関を通じた非公式見解の表明が注目される（52）。同判事によれば、
AI テクノロジのプロバイダとその利用者は、「AI 応用技術の利用方法に係る完全かつ実行可能な利用条件を協働
して明確にすべき」であり、特に「AI 創作物に係る著作権はプログラム開発者にその権利が帰属する」ものとし
て保護すべきことを主張し、同判決と同様の法解釈による AI 創作物保護を直近でも支持している（53）。

　3.4　小括
　以上のとおり、我が国にて戦略本部報告がなされた 2017 年春以降、既に更なる深層学習技法の発展可能性が認
識され始めた 2020 年前後において、欧州連合及び中国の各法制下では、各国社会環境下での AI テクノロジ保護
の必要性に鑑み、イ）「文化遺産の保護推進」との制度趣旨に立ち返る「上位概念化ロジック」に基づく新たな創
作性概念解釈を前提とした法改正施策の実施提案（欧州議会）、又はロ）創作物表現の客観的創作性判断のみに基
づき、非自然人たる機械による創作物保護を肯定する現行法解釈の実施により、AI 創作物保護を実現しようとす
る試み（中国）がなされつつある。
　かように大陸法圏各国法制下でも AI 創作物保護の動きは活発な状況にある一方、我が国の法制下でも新たな創
作性概念理解を通じ、AI 創作物保護施策を受容し得る余地が残されているか否かにつき、次節にて英国法制との
比較法検討の視点を踏まえ検証する。

4.創作性概念に係る日英比較法検討
　4.1　我が国法制における創作性概念理解とAI 創作物保護
　（1）　我が国法制での伝統的な創作性概念理解
　前記での検討のとおり米国学識者などにて積極議論がなされている AI 創作物保護とその我が国での立法施策検
討については、これに先立ちまず大陸法圏・英米法圏の著作権法制における創作性概念のあり方の異同につき検証
を行う必要がある。
　我が国著作権法下での著作物保護の基本的要件とされる創作性概念（同法第 2 条第 1 項第 1 号）の解釈について
は（54）、対象となる創作物に当該創作者の人格的な個性が現れているときに（「著作者の人格的個性」テスト）、そ
の著作権法上の創作性が具備されているものとする理解が、従来より判例及び学説において一般に支持されてきた
状況がある。具体的には先駆的判例とされる東京地裁判決（55）によれば、著作権法上の創作性とは「厳格な意味で
の独創性とは異なり、著作物の外部的表現形式に著作者の個性が現われていればそれで十分である」ものとされる。
　以上から明かなとおり、我が国の伝統的な著作者の人格的個性テストによる創作性概念理解（「伝統的創作性概
念」）においては、創作者自身に存する人格的個性の発露を基準として、創作性の存否を判断することとしており、
換言すれば「自然人の人格的側面」（56）に焦点をあてることを前提として創作性概念を捉えている。かかる特性から、
非自然人たる機械によるコンピュータ創作物への保護施策を検討するときには、創作性要件の存在は法政策上の法
的整合性懸案として看過し得ないものとなり、当該立法施策の実施を妨げる実質的な障害となり得る。

　（2）　我が国法制での今日的な創作性概念理解
　この点につき中山教授によれば、かかる伝統的な創作性要件理解に代わり、今日の我が国社会活動環境のあり方
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に応じたより柔軟な新たな創作性概念（「新たな統一的創作性概念」テスト）（57）を採用すべきことが提唱されている。
　今日の社会活動環境下においては特に情報通信技術の進歩に伴い保護対象となる著作物のカテゴリが多様化して
おり、イ）従来支持されてきた創作者の人格的個性の発露有無を基準とする伝統的な著作者の人格的個性テストに
よる創作性概念を維持することは必ずしも適切ではなく、これに代わりロ）当該創作物の表現に排他権を付与した
場合においても他の代替的な表現の選択可能性が存在するときには、その創作性を肯定するものとする客観的かつ
柔軟な創作性概念、すなわち「新たな統一的創作性概念」テストを採用すべきとされる（58）。
　かかる同教授による創作性概念理解への提案は、自然権保護論を重視する大陸法圏との繋がりが強いとされる我
が国法制下での従来の創作性概念理解を、インセンティブ保護論を重視する英国法制下にて従来容認されていた後
述の緩やかな創作性（originality）概念のあり方に、結果として接近させていこうとする試みと評価可能であるも
のと筆者は考える。
　かかる「新たな統一的創作性概念」テストに基づき創作性概念を理解するときには、自然人たる創作者の人格的
個性の存否を問題とする必用はなく、これにより創作物の作成過程における自然人の関与の有無は問題ではなく
なったため、その作成がなされた結果物たる創作物に具現化された表現とこれを基準とした他の表現の選択可能性
に関する客観的な評価のみにより、著作権法上の創作性の存否が判断されることとなる。換言すれば「新たな統一
的創作性概念」テストを採用するときには、自然人による作成過程の存否は問題とならないことから、AI モデル
等のコンピュータ手段により作成された創作物についても、その創作物に具現化された表現に他の表現の選択可能
性が客観的に存在するときには、著作権法上の創作性の存在を肯定することが可能とされる。
　またさらに同教授は「新たな統一的創作性概念」テストによる提案に加え、従来の人格的個性の発露を基準とす
る創作性概念理解を前提としつつ、一定の著作物については別途の創作性水準を要求することを許容のうえ、各著
作物カテゴリに応じた適切な権利保護を担保するために創作性判断のダブルスタンダードを認める、修正された伝
統的創作性概念（「相対的創作性概念」テスト）についても、これを複数の欠点をはらむ必ずしも完全には適切な
概念理解ではないことを認めつつ、その他に考えられ得る次善の創作性概念理解のあり方として紹介している（59）。
　仮に「新たな統一的創作性概念」テストではなく、代替的に「相対的創作性概念」テストにより創作性要件を判
断する場合にも、イ）伝統的な著作物カテゴリに対する自然人の人格的個性発露による創作性判断とは別途に、
ロ）コンピュータ創作物たる著作物に対しては、非自然人たる AI モデル等のコンピュータ手段により提供される
何らかの機械的表現の特有傾向に含まれる思想表現を新たな「機械表現的個性」として再構成のうえ、かかる機械
表現的個性の発露を基準として著作権法上の創作性具備を肯定することが可能ではないかと考える。
　以上から明かなとおり、著作権法上の創作性概念の解釈につき自然人を前提とした伝統的な解釈に代わり、創作
物に係る客観的判断を基準とする「新たな統一的創作性概念」テスト、又は次善の「相対的創作性概念」テストに
よる今日的な解釈を用いることが可能であるときには、AI 創作物保護施策の実施過程における我が国の伝統的創
作性概念理解に起因した法的整合性懸案は、適切な立法施策オプションの実施により説得的に解消され得るのでは
ないかと筆者は考える。

　4.2　英国法制での創作性概念理解とAI 創作物保護
　（1）　英国法制での伝統的な創作性概念理解
　他方でコンピュータ創作物保護を制定法（英国 1988 年法第 9 条第 3 項）にて規定する英国著作権法では、イ）
同法上の創作性（original）概念は、文芸、演劇、音楽及び美術の著作物（同法第 1 条第 1 項第 a 号）の権利保護
要件として法文上明記（‘（a）original literary, dramatic, musical or artistic works,’）されている一方、他方でロ）
録音物、映画及び放送などのその他の著作物（同項第 b 号以下）については創作性要件が明示されておらず（‘（b）
sound recordings, films［or broadcasts］, and’）、これらの著作物の著作権法上の保護判断においては厳格な意味で
の創作性の具備が原則として求められないものと解されている（60）。
　上記のとおり英国法制ではその現行法制の法文上にて、我が国での前記「相対的創作性概念」アプローチに類似
する対象著作物の性質に応じた創作性概念の別異解釈とその立法施策が、80 年代後半の現行法制定過程にて既に
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実施されているものと観察される（61）。
　かかる創作性概念に係る同国裁判所（ロンドン大学プレス対ユニバーシティ・チュートリアル事件（1916）（62）ほ
か）による伝統的な理解は、当該著作物が他の著作物の完全な複製物でない場合には創作性が肯定されると判断す
るものであった。かかる緩やかな創作性概念の理解はいわゆる「著作者の実質的な労力と技能（significant labour 
and skill of its author）」の存否によるテスト（「著作者の労力・技能」テスト）として知られ、当該著作物が既存
の著作物に類似する表現であったとしても、その著作物に対して「著作者の実質的な労力と技能」が追加的に投下
されるときには、著作権法上の保護対象となるものと解されてきた（63）。
　よって後述する近時の欧州司法裁判所（European Court of Justice: ECJ）判決より以前に維持されていた、従
来の伝統的な英国裁判所による創作性概念を前提とするときには、イ）英国法制では我が国の伝統的創作性概念と
大きく相異する「著作者の労力・技能」テストによる創作性概念を前提としつつ、コンピュータ創作物保護を規定
する同国法第 9 条第 3 項を規定したものと評価される。この結果、ロ）我が国の人格的個性テストによる伝統的創
作性概念を維持しながら、我が国著作権法下にて英国法制アプローチによる AI 創作物保護施策を実施するときに
は、その法的整合性において重大な懸案を生じ得ることは明らかであり、このため従来においては我が国での英国
法制アプローチの採用は極めて困難と永らく判断されてきたものと考えられる。

　（2）　インフォパック事件以降の新たな創作性概念理解
　しかしながら、英国裁判所により長く堅持されてきた「著作者の労力・技能」テストによる創作性概念の理解
は、欧州司法裁判所によるインフォパック対ダンスキ事件（2009）での判決以降にその変容を遂げつつある（64）。
すなわち 2009 年の英国著作物の紛争に係る同事件にて裁判所は、イ）当該著作物に「著作者自身の知的創造性

（author’s own intellectual creation）」が具備されているか否かを、その保護要件に係る判断基準（「著作者の知的
創造性」テスト）とすべきものと適示しており、ロ）同事件以降において英国著作権法制は、その伝統的な「著作
者の労力・技能」テストから乖離しつつある可能性が指摘されている（65）。
　さらにその後の英国データベース著作物の紛争に係るフットボール・データコ対ヤフー UK 事件（2012）（66）でも
欧州司法裁判所は、「当該データベースの構築に実質的な労力と技能を要したものであるという事実自体は、もし
かかる労力と技能の投下によってもデータベース上のデータ配列における創作的な表現が存しないときには、EU
指令上の著作権保護の要件を充足するものではない」ことを判示している（67）。すなわち本事件にて欧州司法裁判
所は、イ）当該データベース著作物の創作性判断について「著作者の労力・技能」テストを充足するのみではその
創作性要件を充足し得ないことを適示のうえ、ロ）「データベースの創造性に係る創作的な表現（original expres-
sion of the creativity of the database）」がデータ配列上に確認されることが、その著作権保護の要件となる旨を
確認していると言える。
　以上に鑑みれば、英国法制下での創作性概念に係る司法判断は、インフォパック事件後のデータベース著作物に
係る本判決においても「著作者の知的創造性」テストに親和的な創作性概念理解を維持しており、伝統的な「著作
者の労力・技能」テストからの乖離傾向は継続している状況にあるものと考えられる。

　4.3　小括：創作性概念の日英比較と各立法施策オプション評価
　上記の英国法制下での創作性概念理解に係る司法判断の近時傾向に鑑みれば、英国法制と我が国法制における創
作性概念につき「著作者の知的創造性」テスト（英国）及び「著作者の人格的個性」テスト（日本）が用いられて
おり、これら両テストの採用には大陸法圏にて重視される自然権保護論の影響が等しく観察され、両国における創
作性概念はより近似したものとなりつつある。
　さらにこの点につき注目すべきは、現下の英国法制が我が国での伝統的創作性概念に近似する創作性概念（「著
作者の知的創造性」テスト）を新たに採用しながらも、コンピュータ創作物保護に係る同国 1988 年法第 9 条第 3
項の規定は、今日も疑義無く維持している状況にあることである。かかる英国法制における第 9 条第 3 項規定の維
持状況に鑑みれば、我が国法制下にて「著作者の人格的個性」テストによる伝統的な創作性概念理解を前提としな
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がら、英国法制アプローチによって AI モデル等によるコンピュータ創作物保護を実現する法改正施策を実施する
こと（オプション A：「著作者の人格的個性」テスト下での英国法制アプローチ施策提案）も一見すると不可能で
はないとの理解もあり得るが、我が国法制の特質を考慮すると適切ではない。
　すなわち大陸法圏からの強い影響を受けてきた我が国著作権法下においては、その立法施策の実施にあたり同法
第 2 条第 1 項第 1 号文言（特に「思想又は感情を」文言規定）と自然権保護論観点からの合理的な配慮を払う必要
があり、創作性概念理解につき「著作者の人格的個性」テストを前提としつつ、英国法制アプローチによる保護施
策を実施しようとするときには、法政策上の法的整合性観点から多大な理論上の懸案が示される可能性が予見さ
れ、上記オプション A による立法施策の実施は非現実的と考えられる。
　よってかかる自然権保護論観点からの法的整合性に係る懸案可能性を慎重に考慮するときには、我が国での創作
性概念理解につき「新たな統一的創作性概念」テストによる再構成の提案とともに、コンピュータ創作物につき新
たな著作物定義条項を創設する法改正施策提案を行うことが、法的整合性観点からより安定的かつ説得的な立法提
案（オプション B：「新たな統一的創作性概念」テスト下での英国法制アプローチ施策提案）となるものと考える（68）。
　さらにかような「新たな統一的創作性概念」テストによる創作性概念に係る再構成の提案にも我が国法制下での
上記第 2 条第 1 項第 1 号文言解釈等による別途の反対が強い場合には、これに続く次善のオプションとして、「相
対的創作性概念」テストによる同概念理解の再構成提案とともに、コンピュータ創作物を新たな著作物定義条項に
追記する法改正施策（オプション C：「相対的創作性概念」テスト下での英国法制アプローチ施策提案）を実施す
ることが、代替的な立法提案となり得るのではないかと考えられる（69）。特に立法オプション C により「相対的創
作性概念」テストを採用するときには、上記第 2 条第 1 項第 1 号文言の法改正に必ずしも踏み込まずとも、その立
法施策実施の余地が議論されてもよいのではないかと考えるものである（70）。
　以上の総括として、上記のとおり大陸法圏との密接な結びつきを有する我が国法制下での条文文言と自然権保護
論観点からの懸案を適切に考慮するときには、現実的には立法オプション B（「新たな統一的創作性概念」テスト
下での英国法制アプローチ施策提案）、又は次善の立法オプション C（「相対的創作性概念」テスト下での英国法制
アプローチ施策提案）を採用する形にて、AI 創作物保護に係る法改正施策を実施することが、現実的かつ理想的
な我が国での立法施策提案のあり方となるものと筆者は考える。

5.おわりに：AI 創作物保護施策に係る法政策上の法的整合性
　以上の検証に鑑みれば、我が国での AI 創作物保護に係る立法施策の実施においては、現行法制規定を尊重しつ
つも伝統的な創作性概念理解による制約に過度に囚われることなく、以下の法政策判断と立法オプション選択を検
討することが望ましいものと考える（71）。

　5.1　我が国法制下での創作性概念理解と立法オプション選択
　前記のとおり AI 創作物保護に係る立法施策の検討においては、著作権法上の創作性概念（同法第 2 条第 1 項第
1 号）の理解のあり方とその法政策上の法的整合性への配慮に応じて、適切な立法施策手段の選択をなすべきと考
える。
　すなわち、かかる立法施策の実施過程における我が国法制下での条文文言と自然権保護論観点からの懸案議論を
適切に考慮するときには、その選択肢として立法オプション B（「新たな統一的創作性概念」テスト下での英国法
制アプローチ施策提案）、又は次善の立法オプション C（「相対的創作性概念」テスト下での英国法制アプローチ施
策）を採用する形にて、AI モデル等によるコンピュータ創作物保護を規定する法改正を検討（72）することが、現実
的かつ整合的な我が国での立法施策のあり方となるものと筆者は考える。

　5.2　総括：英国法制アプローチ施策等に係る法政策上の法的整合性
　より具体的には、我が国著作権法第 2 条第 1 項第 1 号規定の創作性概念について、イ）立法オプション B によ
る「新たな統一的創作性概念」テスト、すなわちその創出の結果物たる創作物に具現化された客観的表現のみに基
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づき代替的表現の可能性の存否を基準として創作性判断を行うとの理解による新たな創作性解釈、又はロ）立法オ
プション C による「相対的創作性概念」テスト、すなわちコンピュータ創作物については「機械表現的個性」に
よる思想表現の発露を基準とした別途判断を行いその創作性判断を行うとの理解による新たな創作性解釈、を用い
た創作性概念理解の再構成を行うことにより、AI 創作物保護施策に係る法政策上の法的整合性に係る懸案は実質
的に解消可能ではないかと筆者は考える。また前述のとおり特に立法オプション C による後者のテストを採用す
るときには、上記第 2 条第 1 項第 1 号文言の法改正に必ずしも踏み込まずとも、その立法施策実施の余地が議論さ
れてもよいのではないかと考えるものである（73）。
　よって今後の我が国法政策上の視点は、むしろ著作権法制下での AI 創作物保護に関する法政策上の法的適格性

（AI 創作物の派生物・僭称創作物の市場供給過剰による自然人創作物の市場需要の滅失回避、すなわち自然人創作
物に係る社会防衛の必要性など（74））の存否と、その社会科学的な実証にその焦点を移すべきと考えられる。
　以上を総括すれば、我が国著作権法制下での AI 創作物保護を規定する立法施策の実施については、イ）今日で
は法政策上の法的整合性に係る懸案は適切な立法オプション選択により解消可能な状況にあり、むしろロ）直近の
我が国社会活動環境に鑑みた同施策実施の法的適格性の評価にその法政策議論の焦点を移すべきと考えられ、今後
の社会科学的見地からの検証が更に積極的に推進されることを期待するものである。

以上
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（64）Infopaq International v. Danske Dagblades Forening, Case C-5/08, 16 July 2009（ECJ）．
（65）APLIN & DAVIS IPL at 122-126．
（66）Football Dataco v Yahoo!, C-604/10, 1 March 2012（ECJ）. Cf. id. at 127-128．
（67）APLIN & DAVIS IPL at 127-128．
（68）なおかような我が国での「新たな統一的創作性概念」テストによる創作性概念理解は、英国の伝統的な同概念理解のあり方（す

なわち「著作者の労力・技能」テスト）により近似する方向に我が国法制の解釈を変容させるものであることからも、「新たな統一
的創作性概念」テストと英国法制アプローチ施策の組み合わせは、その立法施策としての親和性の高い法政策オプションであると
評価可能と考える。
（69）またこのような「相対的創作性概念」テストに類する創作性概念の解釈手法は、前述のとおり英国 1988 年著作権法制がその第 1

条第 1 項各号にて既に条文文言レベルにて採用し、これをインフォパック事件判決後も維持のうえ今日に至っている状況にあると
も評価可能と考える。かかる英国法制下での実施状況に鑑みれば、我が国法制下でも当該テストを新たな創作性概念の解釈手法と
して用いる余地は十分にあり得るものと考えられる。
（70）創作性概念の再構成にあたり、これが法解釈と政府ガイドライン・委員会報告等により可能であるか、または著作権法第 2 条第

1 項第 1 号の法改正まで必用であるかについては、別稿での更なる検討課題としたい。
（71）なお本稿では、比較産業政策の観点を重視した法政策論に係る検討を行うことから、主として著作財産権としての権利保護に焦

点をあてた検証を行った。著作者人格権その他論点の取り扱いについては別稿に委ねることとしたい。
（72）具体的な一例として , 我が国著作権法第 2 条第 1 項文言を「二 著作者　著作物を創作する者をいう、なおコンピュータにより生

成される文芸、演劇、音楽又は美術などの著作物の場合には、著作物の創作に必要な手配を引き受ける者をいうものとする」との
記述に追記変更する法改正案が、最も簡便かつ直接的な立法施策の一案となるものと考える。また上述のとおり、我が国法制下で
は英国法制アプローチによる法改正実施は条文文言と自然権保護論観点等による懸案から困難と判断される場合には、その代案と
して米国学識意見が提唱するより限定的な職務著作権派生アプローチによる立法施策の実施が次善の策として考えられる。仮に職
務著作権拡張アプローチ施策を採用するときには、具体的な一例として、我が国の法人著作権制度を規定する著作権法第 15 条第 1
項の現行文言を「法人その他使用者（以下この条において「法人等」という。）の発意に基づきその法人等の業務に従事する者又は
法人等の業務に使用されるコンピュータが職務上作成する著作物（プログラムの著作物を除く。）で、その法人等が自己の著作の名
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義の下に公表するものの著作者は、…その法人等とする」との条文に追記変更することが、条文改正の一案として考えられる。
（73）前記のとおり、かかる創作性概念の再構成にあたり、これが法解釈と政府ガイドライン・委員会報告等により可能であるか、ま

たは著作権法第 2 条第 1 項第 1 号の法改正まで必用であるかについては、別稿での検討に委ねることとしたい。なお同号条文文言
（「思想又は感情を」）に係る法改正の積極提言につき、参照 奥邨（2017）16 頁。奥邨教授は職務著作権制度とレコード著作権制度
の活用余地についても検証している。また職務著作権制度との関連につき、田村著作権法 401 頁。この点につき英国法制では、創
作性概念理解の実質変更にも拘わらず法改正を実施していないが、英米法圏での事案ゆえ直接の参考とはなり難い。
（74）Guadamuz（2020）at 23-24. Cf. Dornis（2021）at 27-28, European Parliament Report（2020）at 13．
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